
子ども手当について  
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厚生労働省 雇用均等・児童家庭局   
育成環境課 児童手当管理室   



子ども手当について  

○ 内容については、今後の検討によって、変更がありうる   

ものです。  

丁∵‾Ⅶ   



子ども手当については、「平成22年度予算における子ども手当等の取扱いについて」  
（平成21年12月23日4大臣合意）に基づき、平成22年度政府予算案に所要額を計  
上しており、平成22年度分の支給のための所要の法律案を平成22年通常国会に提  
出することとしている。  

次世代の社会を担う子ども1人ひとりの育ちを社会全体で応援する観点から、中学校  
修了までの児童を対象に、一人につき月額13′000円を支給する。  
－所得制限は設けない。  

・支給事務の主体は市区町村（公務員については所属庁）。  
・支払月は6月、10月、2月。  
ヰども手当の一部として、児童手当法に基づく児童手当を支給する仕組みとし、児童  
手当分については、児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費用を負担し、  
それ以外の費用については、全額を国庫が負担。（公務員については、全額を所属庁   
から支給）   

※児童育成事業については、引き続き、事業主拠出金を原資として実施。   
※子ども手当を市町村に寄附できる仕組みを検討中。   
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○ 子ども手当の創設（国庫負担金）1兆4，722億円  
うら、給付章：1兆4，556億円（10か月分を計上）  
事務費：166億円（市町村分164億円）  

く．J  

※1上記とは別に、公務員については所属庁から支給する。  
（国家公務員分：425億円、地方公務員分：1，486億円）  

※2 地方公務員に係る額の引上げ等に伴い、地方公共団体の負担が実質的に増大しないよう、   
別途、「子ども手当及び児童手当地方特例交付金（仮称）」（2，337億円）を措置。   

※3 子ども手当の円滑な実施を図るため、システム経費（123億円）を平成21年度二次補正予算案に前倒し計上   



年金特別会計児童手当勘定の主な歳出 （平成22年度予算案）  

1，599，209  ・10か月分  

・支給対象児童1，588万人（公務員除く。）  

・2か月分  

子ども手当交付金  

70，675  
76，409  
16，448  
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児童手当交付金  

児童育成事業費  

子ども手当事務取扱交付金（市町村分）  

子ども手当調整事務費補助金（都道府県分）  

経常経費9，761、初度経費6，687  

初度経費39  

※子ども手当事務取扱交付金及び子ども手当調  

整事務費補助金については、子ども手当の創設  
及び支給対象者の増分に係る支給に要する事務  

費（児童手当分を除く）が対象。   



子ども手当関係歳入歳出予算の科目について（イメージ）  

○市町村における子ども手当歳入歳    出予算科目例   

事   項  款   項   自   節   
説   明   

子ども手当  

〔国庫支出金分〕  
金  負担金  

歳  

担金  県）負担金  （道府県）負担  

金  

入  
出金  

子ども手当事務  

費交付金  金   

〔国庫支出金分〕  

（同左）  （同左）  

子ども手当 （職員分）  

▼萱p  
歳  

子ども手当事務  子ども手当事務費   

出  

経費   

歳出予算に 係る節の 区分に よること   

○都道府県における子ども手当歳出予算科目例   

事   項  款   項   日   節   説   
明   

（同左）  （同左）  

歳  
子ども手当 （職員分）  

子ども手当   
び交付金   

出  

※ 現在、関係部局と調整中のため、変更がありうる。   



資料4  
子ども手当交付金の算定について（検討中）   

支給対象児童  国   都道府県   市町村   

被用者   11／13   1／13   1／13  
0歳～3歳末満  

非被用者   19／39   10／39   10／39   

3歳以上′）  第1子・第2子   29／39   5／39   5／39  

小学校修了前  第3子以降   19／39   10／39   10／39   

中学生  10／10  

の  

※上記の負担割合は、子ども手当の額（1万3干円）に占める負担割合を示したものであり、国の負担割合には、児童手当分とそれ以外の  
子ども手当分の負担が含まれる。  

※所得制限の撤廃に伴い、特例給付の対象者及び所得制限超の者については、児童手当（小学校修了前特例給付）と同様の費用負担の割合   
を適用することを予定。   



【0歳～3歳未満】  

所得制限額  

（被用者）  

所得制限を設けないため、  
特例給付や所得制限超に係る者  

については、児童手当（又は小  
学校修了前特例給付）の費用負  

担割合を適用。   
これに伴う地方負担の増（左  

記のl■■部分）については、  
地方公共団体の実質的な負担と  

ならないよう、別途、新たに地  
方特例交付金により措置。  
（地方特例交付金については、  
上記のほか、地方公務員分の増  
分等を含め、2，337億円。）   

所得制限額  

（非被用者）  

、J  

【3歳～小学校修了前】  

所得制限額  

【中学生】  

1万3干円  



子ども手当市町村事務取扱交付金等について（検討中）  

1．瀬ヨ（案）  
（1）経常経費分（22年度予算案9，761百万円）   
・子ども手当による受給者の増分に係る経常経費一  

交付申請額＝基準単価2，989円（案）×（平成22年度子ども手当受給者見込数一平成21年  

度児童手当受給者見込数）   

＜経常経費の対象経費（案）＞  

費目の内容  対象経費の費目   

（人件費）  

給料  

職員手当等  

一般職給  

扶養手当、初任給調整手当、通勤手当、特殊勤務手当、調整手当、時間  

外勤務手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手当、住居手当、その他条例  

に基づく手当、子ども手当  

地方公務員共済組合に対する負担金、地方公務員災害補償基金に対する  

負担金、退職手当組合負担金  

共済費   

災害補償費  

（物件費）  

賃金  

旅費  

需用費  

役務費  

委託費  

備品購入費  

賃金職員に対し支払う賃金、賃金に係る社会保険料、児童手当拠出金   

会議費、消耗品費、印刷製本費等  
通信運搬費、広告料等  

事務の委託（電子計算機使用料）に必要な費用  

庁用器具費  

※児童手当分に係る経費を除く   

（2）初度経費分（22年度予算案6，687百万円）   

・子ども手当の創設に伴い必要となる広報や印刷等の初度経費で、市町村が必要と認  

める額  

※交付申請に基づき、予算の範囲内で交付  

＜初度経費の対象経費（案）＞  

対象経費の費目   黄白の内容   

時間外勤務手当   時間外勤務手当   

賃金  賃金職員に対し支払う賃金、賃金に係る社会保険料、児童手当拠出金  

旅費  

需用費  ‾会議費、消耗品費、印刷製本費等   

役務費   通信運搬費、広告料等   

備品購入費   庁用器具責   

臼ど坦超越坦．＿遡魁迦  
（22年度予算案39百万円）   

子ども手当制度の創設に伴い必要となる広報や会議等の初度経費で、都道府県が必要   

と認める額（対象経費については市町村分の初度経費と同様）  

※交付申請額に基づき、予算の範囲内で交付   

＊詳糸馴こついては、別途通知予定。  
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